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序　　　文

マレイシアは「第2 次長期総合計画」（1991 ～ 2000 年）および「ビジョン2020」を発表し、2020

年までに先進国化するための施策として、科学技術・研究開発の促進を主要政策のひとつに掲げ、

高度情報化社会の実現をめざしています。

このような情勢のなかで、産業の拡大、高付加価値化を図り、高度情報化社会を実現するため、

マレイシアの重点項目のひとつである「情報技術」の中核と位置づけられるAI 技術によるエキス

パートシステムの開発・普及を図るべく、AI 技術で先進的な技術を有し、産業界での実績をもつ

我が国に対し、この分野における技術移転を要請してきたものです。

これを受けて、1994 年 10 月 20 日にR ／D に署名を行い、協力期間を 1995 年 3 月 1 日～ 2000

年 2 月 29 日とする協力が開始されました。

現時点では協力開始後 2 年 9 カ月が経過し、第 7 次マレイシア計画（1996 ～ 2000 年）の主要政

策である「情報技術の幅広い拡充、普及と応用の確保」および「情報技術の教育、研修の拡充」に

沿った活動を展開し、さらには 1996 年より開始されたMSC（マルチメディアスーパーコリドー）

への貢献も要請されているところですが、中間評価を実施し、2000 年 2 月末までの協力残期間の

協力をより効果的にすることを目的に計画打合せ調査団を派遣しました。

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに、本調査団の派遣に関し、ご

協力いただいた日本、マレイシア両国の関係者各位に対し深甚な謝意を表するとともに、あわせ

て今後のご支援をお願いする次第です。

1998 年 1 月

国 際 協力事業団　　
鉱工業開発協力部　　　 　　　

部長　谷 川 　 和 男　　　
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第 1 章　計画打合せ調査団の派遣

1 － 1　プロジェクトの経緯および調査団派遣の概要

マレイシアは「第2 次長期総合計画」（1991 ～ 2000 年）および「ビジョン2020」を発表し、2020

年までに先進国化するための施策として、科学技術・研究開発の促進を主要政策のひとつに掲げ、

高度情報化社会の実現を政策として掲げている。

このような情勢のなかで、産業の拡大、高付加価値を図り、高度情報化社会を実現するため、マ

レイシアの重点項目のひとつである「情報技術」の中核と位置づけられるAI 技術によるエキスパー

トシステムの開発・普及を図るべく、AI 技術で先進的な技術を有し、産業界での実績をもつわが

国に対し、この分野における技術移転を要請してきたものである。

これを受けて、1994 年 10 月 20 日にR ／D 署名を行い、協力期間を1995 年 3 月 1 日～2000 年

2 月 29 日とする協力が開始された。

現在、第 7 次マレイシア計画（1996 ～ 2000 年）の主要政策である「情報技術の幅広い拡充、普

及と応用の確保」および「情報技術の教育、研修の拡充」に沿った活動を展開し、さらには 1996 年

より開始されたMSC（マルチメディアスーパーコリドー）への貢献も要請されているところであ

る。

今回の調査団は、協力開始後 2 年 9 カ月が経過し、プロジェクトとしての中間地点も過ぎたこ

とから中間評価を実施し、2000 年 2 月末までの協力をより効果的にすることを目的とする。

1 － 2　調査団派遣の目的

（1）中間評価の実施

（2）今後の計画の策定

1 － 3　調査団の構成

担当業務�氏　　名� 所　　　属�

宇 佐 美 　 毅 �団長・総括� 国際協力事業団　専門技術嘱託�

岩 崎 　 智 �技術協力計画� 通商産業省　機械情報産業局　電子機器課�

吉 村 　 清 �研修計画� 財団法人　国際情報化協力センター普及部部長�

宮 崎 敦 夫 �エキスパートシステム�株式会社日立製作所　情報システム部　海外システム部部長�

冨 田 　 充 �プロジェクト運営管理� 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第一課�

土 井 正 昭 �業務調整� 国際協力事業団　特別嘱託�
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〈日本側〉

（1） 在マレイシア日本国大使館

米田　雅人 一等書記官

（2） JICA マレイシア事務所

西牧　隆壯 所長

寺西　義英 次長

飛田　賢治 職員

（3） 日本人専門家

土屋新五郎 チーフアドバイザー

山本　　泉 業務調整

永谷　光行 エキスパートシステム開発計画

花岡かおる エキスパートシステム開発計画

大沼　寛紀 エキスパートシステム構築ツール

柴田　吉宗 エキスパートシステム開発ツール
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第 2 章　調査結果

協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

1　中間評
価の実施

1.1　目的の
理解

1.2　中間評
価調査の
実施

1.2.1　計画
達成度の
把握

・中間評価では協力開発後3 年
目の協力期間中間時点におい
て、プロジェクトの進捗状況
を把握・評価し、計画内容の
軌道修正の必要性や実施体制
の問題点などを指摘し、中間
評価時以降の協力過程におけ
るプロジェクトの運営をより
適切なものとすることを目的
とする。

・所定の形式による中間評価調
査を実施することとしてい
る。

・「PDM における指標および活
動計画（PO）を用いながら、
主に、
Ⅰ　投入実績
Ⅱ　活動の実施状況
Ⅲ　成果の達成状況
を中心に、プロジェクトの計
画達成度を把握する。評価時
点において達成されていない
成果やプロジェクト目標およ
び上位目標については、その
整合性や達成の見込みを把握
する。また計画どおりに達成
されていない場合は、その阻
害要因を検討する。」が所定
の方法とされている。

・左記中間評価の「目的」につ
いて理解を得る。

・中間評価調査では、評価時点
における計画達成度の把握お
よび評価 5 項目による評価を
行う。

・PDM の位置づけ、評価5 項目
について説明し理解を得る。

・左記達成度の認識のために下
記の通期の実績資料を再作成
する。
（1）長期専門家派遣表
（2）短期専門家派遣表
（3）供与機材リスト一覧表
（4）カウンターパート日本研

修一覧表
（5）マレイシア側要員配置表
（6）カウンターパートリスト
（7）ローカルコスト負担表
（8）活動実績一覧表
（9）技術移転到達目標
（10）開催セミナー一覧表
（11）組織図
　　（AISDEL、SIRIM）
（12）作成テキスト一覧表

・左記について、マレイシ
ア側の理解を得、その旨
ミニッツに記載した。

・JICA のPCM 手法に基づ
き日本・マレイシア（以
下、日・マと略す）双方で
中間評価を実施し、その
結果をミニッツに記載し
た。

・左記について説明し、理
解を得た。

・左記について作成し、ミ
ニッツに添付した。
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

1.2.2　評価
用資料の
作成

1.2.3　評価
項目

・下記の所定フォーム資料を作
成するとされている。
　Ⅰ　プロジェクトの経緯概要
　Ⅱ　計画達成度
　Ⅲ　評価結果要約
・中間評価では協力開発後3 年
目の協力期間中間時点におい
て、プロジェクトの進捗状況
を把握・評価し、計画内容の
軌道修正の必要性や実施体制
の問題点などを指摘し、中間
評価時以降の協力過程におけ
るプロジェクトの運営をより
適切なものとすることを目的
とする。

・所定の形式による中間評価調
査を実施する。また、自立発
展性については可能であれば
その見込みについて検討す
る。

・左記資料をもとに、
プロジェクトの経
緯概要要請の経緯、
開始時から 1997 年
度までの投入実績
を確認する。

・左記資料を作成し、それをもとに
プロジェクトの進捗状況について
モニターし、結果をミニッツに記
載した。

〈Ⅰ．プロジェクトの中間評価〉
1．中間評価の実施
1.1　プロジェクト進捗状況の把握
・日・マ双方で以下の項目について
進捗状況をモニターした。
1.1.1　プロジェクト要請の背景と経
緯

・1993 年 12 月マレイシアは「第2 次
長期総合計画」（OPP2、1991 ～
2000 年）および「ビジョン2020」を
発表し、2020 年までに先進国化す
るための施策として、科学技術・研
究開発の促進を図り、高度情報化
社会を実現するため、マレイシア
の重点項目のひとつである「情報
技術」の中核と位置づけられるAI
技術によるエキスパートシステム
の開発・普及を図るべく、先進的な
AI 技術と産業界での実績をもつ我
が国に対し、この分野における技
術移転を要請してきた。
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

1.2.3　評価
項目（続き）

1.1.2　協力実施の経緯＜計画立案段階＞
・事前調査団派遣
　1994 年 3 月 28 日～ 4 月 5 日（9 日間）
・長期調査団派遣
　1994 年 7 月 13 日～ 7 月 30 日（18 日間）
・実施協議調査団派遣
　1994 年 10 月 13 日～ 10 月 21 日（9 日間）

1.1.3　協力実施の経緯＜実施段階＞
・計画打合せ調査団派遣
　1995 年 11 月 21 日～ 11 月 30 日（10 日間）
・巡回指導調査団派遣
　1997 年 3 月 3 日～ 3 月 12 日（10 日間）

1.1.4　協力実施過程における特記事項
（1）当初計画の変更
○医療分野
・当初は保健省の緊急医療システムの開発を予定
していたが、同システムは規模が大きく、本プ
ロジェクトのプロトタイプ開発に適さないとい
う理由から合意に至らず、健常者検診システム
に変更になった。
○産業分野
・当初はプロトン社をクライアントとしたスケ
ジューリングシステムを開発する予定で、1995
年 11 月、同社からも本プロジェクトに参加す
る旨の回答があったが、当初計画の検討を重ね
た結果、開発の容易性および適性から判断し
て、金型コスト見積りシステムに変更になっ
た。

・プロジェクト開始からマレイシア側実施機関で
ある SIRIM の金型部門の協力を得ながら金型
システムの初期モデルの開発を行い、その成果
をプロトン社に提供しようとしたが、同社の内
部事情によりこの計画は実現しなかった。現
在、プロジェクトはSIRIM の金型部門と協力し
ながら、第 1 次モデルの開発を行っている。加
えて、時間割計画、クラン港バーススケジュー
リングシステムの開発も行っている。

（2）プロジェクト実施機関の内容変更
・1996 年 9 月 1 日、プロジェクト実施機関である
SIRIM が政府機関から公社化され、名称が標準
工業研究所（SIRIM）から、SIRIM Berhad（以
下SIRIM と略す）となった。公社化されたもの
の依然として SIRIM はマレイシア政府の政策
を実施する立場にあり、AISDEL プロジェクト
の実施機関であることに変化はなかった。新し
い SIRIM 内でのAISDEL の位置づけについて
は、ANNEX1 を参照のこと。

・カウンターパートの配置については、ANNEX2
にみてわかるように計画配置人数を充足してい
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

1.2.3　評価
項目（続き）

　ない。これにはマレイシアの情報処理技術者
（以下 IT 技術者）の絶対数が不足していること
と、SIRIM が十分なスタッフを採用しようにも
十分な予算の裏づけがないという背景があり、
計画数を満たすのは困難な状況にある。

1.1.5　他の援助事業との関連
・下記のとおり、コンピューターの技術交換を目
的に関連する技術援助プロジェクトである日
本・シンガポール人工知能センター（Japan
Singapore AI Center）および日本・シンガポー
ルソフトウェア科学技術学院（ J a p a n
S i n g a p o r e  I n s t i t u t e  o f  S o f t w a r e
Technology）を訪問した。
　（1）1997 年 1 月14 日・15 日（参加者：GM カ
ウンターパート 1 名、ヘッドカウンターパー
ト 1 名、日本人長期専門家 1 名）

　（2）1997 年 10 月 6 日～ 8 日（カウンターパー
ト 4 名、日本人長期専門家 2 名）

1.1.6　専門家派遣
・1995 年3 月から1997 年12 月までに、長期専門
家 10 名、短期専門家延べ 21 名が派遣された。
ANNEX3 参照

1.1.7　研修員受入
・1994 年度から 1997 年度にかけ、延べ 14 名
のカウンターパート研修を実施した。ANNEX4
参照

1.1.8　機材供与
・1994 年度から 1997 年度にかけ、プロジェクト
に必要な機材を約3 億 4685 万円供与している。

1.2　計画達成度
・中間評価時点での計画の達成度は以下の PDM
の項目に沿って測られることを日・マ双方で確
認した。

・第一次的には、投入実績、活動実績、成果の達
成状況をモニターし、二次的には中間評価時点
での上位目標、プロジェクト目標の達成度、お
よび未達成部分の成果の達成見通しをモニター
していく。

・実績と上位目標の関係については、マレイシア
の政策に関する外部条件は現在も有効であり、
MSC（マレイシアスーパーコリドー）は当初計
画より早期の実現が求められていることから、
現段階では上位目標の達成はマレイシアのめざ
す高度情報化社会実現に寄与すると判断され
る。
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

1.2.3　評価
項目（続き）

1.2　計画達成度（続き）
（1）プロジェクト目標に対する指標
　ア）カウンターパートの配置
・現在までに、プロジェクトに配置された 25
名のカウンターパートが技術移転を受けて
いる（うち 10 名はすでに異動あるいは退職
によりプロジェクトを離れている）。
ANNEX6 参照

　イ）プロトタイプシステムの開発
・現在までに 9 システムが開発されている。
ANNEX7 参照

（2）成果に対する指標
　ア）供与機材の利用割合
・供与されたWS（ワークステーション）29 台
のうち、12 台はプロトタイプ開発、10 台は
AI ショートコース、7 台はリモートサイト
（1 台はイポ病院でのテスト用、6 台は健常
者支援システムがインストールされた段階
で実用化される）用にそれぞれ配置され、
あるいは配置される予定である。

・稼働状況については、開発用の12 台はほぼ
フルタイムで使用されている。AI ショート
コース用の 10 台は現在カウンターパート
研修に使われており、1998 年 4 月に AI
ショートコースがスタートする際にはフル
活用される予定である。

　イ）研修員受入数
・1997 年末までに、14 名のカウンターパート
の研修が終了している。ANNEX4 参照

　ウ）AISDEL 内でのカウンターパートらへの
講義
・1997 年末までに、日本人長期専門家による
もの4 回、短期専門家によるもの21 回、カ
ウンターパートによるもの4 回、計 29 回の
講義が実施されている。

　エ）プロトタイプの開発
・1997 年末までに、計 9 システム、52.2K ス
テップ数のシステム開発が実施されている。
具体的には以下のとおり、ANNEX7 参照

　　　a）診断型エキスパートシステム　2 シス
テム、10.5K ステップ

　　　b）相談型エキスパートシステム　1 シス
テム、0.5K ステップ

　　　c）設計型エキスパートシステム　2 シス
テム、19.5K ステップ

　　　d）スケジューリング型エキスパートシス
テム
2 システム、15.0K ステップ

　　　e）その他型エキスパートシステム　2 シ
ステム
6.7K ステップ
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

1.2.3　評価
項目（続き）

　オ）研修コース、ワークショップおよびセミ
ナー用に作成されたドキュメント
・1997 年 12 月までに、セミナー用に8 種類、
ワークショップ用に 1 種類のドキュメント
が作成されている。

　カ）研修コース、ワークショップおよびセミ
ナー参加者数
・9 セミナーに計 392 名が参加している。
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

1.2.3　評価
項目（続き）

・「計画達成度を把
握した後、それら
のデータをもとに
主に、
Ⅰ　目標達成度
Ⅱ　実施の効率性
Ⅲ　計画の妥当性
の観点から評価を
行い、問題点の指
摘と軌道修正の必
要性を提言する。
また、自立発展性
については可能で
あればその見込み
について検討す
る。」が所定の方
法とされている。

・評価 5 項目につい
て説明し理解を得
る。

2.1.3　評価結果要
約
目的達成度、効率
性、計画の妥当
性、自立発展の見
通しについての分
析、協議を行う。

1.3　評価 5 項目に基づく分析および評価結果総
評
・評価 5 項目の意味および中間評価への適用につ
いて日・マ双方で理解した後、同 5 項目に基づ
くプロジェクトの進捗度合い・実績を日・マ双
方で下記のとおり分析・評価した。
1.3.1　プロジェクト目標の達成度
（1）「成果」の諸活動が「プロジェクト目標」につ
ながった度合い
　ア）AISDEL カウンターパートに対するAI シ

ステム開発分野にかかる技術移転度合い
　・新しく採用になったカウンターパートはプロ
ジェクトの技術移転に十分な能力に達してい
ないため、基礎研修を実施しなければならな
かった。また、カウンターパート配置時期が
事前に明らかにされなかったため、新規採用
のカウンターパートに対する研修計画を立て
ることが困難であった。しかしながら、以上
のような問題があったにもかかわらず 9 種類
のプロトタイプシステム開発を行い、技術移
転を行った。カウンターパートの技術レベル
については、ANNEX８参照のこと。

　イ）AI システムのプロトタイプの開発
　・当初予定されていたクライアントが変更にな
るという障害があったが、プロジェクトは新
しいクライアントを探し、産業・医療・その
他各分野で、計 8 システムを開発した。

　ウ）マレイシア産業界への AI 技術の普及
　・なかには高度すぎる内容もあったが、９回の
セミナー実施を通じて、高度な技術をもたら
すうえで非常に有効な AI 技術の普及を行っ
た。

（2）プロジェクトの各活動が成果につながった度
合い

　・いくつかの阻害要因が存在したにもかかわら
ず、活動が成果に結びついたことを日・マ双
方で確認した。

　ア）活動 1 － 1「AISDEL のカウンターパート
に対する養成計画を策定する。」
・前述したカウンターパート配置数の不足お
よび新規採用者へ基礎教育を実施しなけれ
ばならなかったことから、長期計画を作成
することが困難であった。しかし、TCP の
目標を遂行すべく、状況に応じて年間計画
を調整して対応した。

　イ）活動 2 － 1「AI システムのプロトタイプの
開発計画を策定する。」
・下記の 9 システムのプロトタイプ開発計画
が選定された。

　　　a）電子カルテシステムモックアップ
（その他型）
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

1.2.3　評価
項目（続き）

　　　b）健常者検診システム（初期モデル）
（診断型）

　　　c）肺ガンリスク調整（診断型）
　　　d）プラスチック部品コスト見積りシステ

ム（設計型）
　　　e）金型コスト見積システム（第 1 モデル）

（設計型）
　　　f）教室時間割システム例題（計画型）
　　　g）クラン港バーススケジューリングシス

テム（計画型）
　　　h）文字ニューロデモシステム（その他型）
　　　i）旅行相談システム（相談型）
　ウ）活動 2 － 2「AI システムのプロトタイプの

開発を実施する
・新たなクライアントの開発やクライアント
の変更がプロトタイプ開発のスタートを遅
らせることになったが、カウンターパート
および日本人専門家の努力により、イ）で
述べたような新たなクライアントによる新
たな開発テーマを見つけ、システム開発に
着手している。

　エ）活動 3 － 1「AI 開発者およびユーザーに対
する研修コース、ワークショップ、セミナー
の資料を作成する」
・離職に伴うカウンターパート不足が研修資
料作成過程に影響を与えたが、1997 年12 月
現在、セミナー資料 8 種、ワークショップ
資料 1 種が開発されている。

　オ）活動 3 － 2「AI 開発者およびユーザーに対
する研修コース、ワークショップ、セミナー
を開催する」
・カウンターパート不足の状況のもと、7 回
のAISDEL セミナーを開催し、またカウン
ターパートは他の機関主催のセミナーに 2
回参加している。
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

1.2.3　評価
項目（続き）

1.3.2　効率性
・プロジェクトの実施において、「投入」がいか
に効率的に「成果」の達成につながったかを
測る。

（1）投入のタイミングの妥当性
＜日本側＞
ア）専門家の派遣
　a）長期専門家
　・1997 年 12 月までに 8 名の専門家が派遣され

ている。プロジェクト当初、マレイシア側で
プロジェクト開始前に確定しておかなければ
ならない関連機関の協力体制が確立されてお
らず、また、技術移転分野（クライアント）が
R ／ D 締結時点から変更されるなどしたた
め、日本人専門家自身がプロジェクト推進体
制の整備に時間を費やさざるを得なかった。
しかし、日本人専門家およびマレイシアの努
力によって体制は整ってきており、計画変更
後のプロトタイプ開発を通じた技術移転も着
実に実施されている。

　b）短期専門家
1997 年 12 月までに延べ 21 名の専門家が派

遣されている。専門家およびカウンターパー
トでよく議論し、必要とされる専門家の派遣
を必要な時期に要請してきたことから、派遣
のタイミングは妥当であったといえる。

イ）研修員受入
・プロジェクトの立ち上げをスムーズに行うた
めに、はじめの 3 年間に集中的に受け入れた。
その結果、AISDEL 内部でのカウンターパー
ト同士の技術移転が活発に行われているこ
と、および日本研修で習得したものがプロト
タイプ開発あるいはAI ショートコースを行う
うえでの前提知識となっていることから、受
入れのタイミングは妥当であったといえる。

ウ）機材供与
・1997 年 12 月までの最初の 3 年間で、計画的
に3 億4500 万円相当が供与され、プロトタイ
プ開発、AISDEL における研修資料やドキュ
メントの作成、システムの試作などに幅広く
利用されており、投入のタイミングは妥当で
あったといえる。
経緯についてはANNEX5 参照。

＜マレイシア側＞
ア）土地・施設・機材等の投入
・1997 年12 月までに計25 万5000RM（リンギッ
ト）を投入している。AISDEL のあるBlock24
の建物の 2F 部分の改修工事が遅れたため、
長期専門家が到着後約 1 年半にわたって余裕
のないスペースでの活動を強いられたが、そ
の後は解決している。
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

1.2.3　評価
項目（続き）

（1）投入のタイミングの妥当性
＜マレイシア側＞
イ）カウンターパートの配置
・当初計画が1994 年18 名、1995 年31 名、1996
年 31 名、1997 年 34 名に対して、実配置はそ
れぞれ1994 年15 名、1995 年17 名、1996 年
18 名、1997 年15（＊）名と計画数に対して不
足していた。1995 年に2 名（アドミニストレー
ションスタッフ 2 名）、1996 年に 1 名の純増
員（増員：コンサルタント1 名、リサーチャー
3 名　減員：リサーチャーほか 3 名）があり、
そのうちの多くは1995 年、1996 年の機材の
導入作業および1996 年、1997 年の日本研修
に参加することができ、ちょうどよいタイミ
ングで配置された。

　＊15 名のうち、1997 年 10 月から、在籍者2 名
が留学中であり、実質 13 名となっている。

・総合的には日・マ双方の投入のタイミングは
妥当であったことを日・マ双方で確認した。

（2）投入と成果の関係
　ア）専門家派遣
　　a）長期専門家
　　　・日本人長期専門家 6 名（チーフアドバイ

ザー 1 名、業務調整 1 名、エキスパート
システム計画 1 名、エキスパート構築技
術（産業分野）1 名、エキスパート構築
技術（医療分野）1 名、エキスパートシ
ステム構築ツール 1 名）はバランスのよ
い配備であり、必要十分であった。

　　b）短期専門家
　　　・本プロジェクトの短期専門家はプロトタ

イプ開発に必要な技術移転をハンズオン
形式で行うことが要求される。これまで
カウンターパートの見識を高めるAI 先
端技術まで幅広い内容を網羅した短期専
門家が適宜、派遣されており、プロジェ
クト活動に有効に活用されている。

　イ）研修員受入
　　・プロトタイプ開発計画、AI ショートコー

ス開催計画に従って策定された人選、研修
内容、受入時期、研修人員はシステム開発
の実績および新カウンターパートへの研修
実績をかんがみても妥当であったといえ
る。

　ウ）機材供与
　　・プロトタイプ開発以外にも、AISDEL にお

けるトレーニングやドキュメントの作成、
システムの試作などを通して幅広く利用さ
れており、投入は妥当であった。
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

1.2.3　評価
項目（続き）

（2）投入と成果の関係（続き）
　エ）土地、施設・機材の措置
　　・当初計画どおりのスペースが確保され、施

設および機材が設置されたことから妥当で
あった。

　オ）カウンターパートの配置
　　・アシスタントリサーチャーの不足により、

プロトタイプ開発のコーディング作業の進
捗に支障をきたした。マレイシア側もこの
問題については十分認識していることを確
認し、日本側から再度補充の申し入れを
行った。

　カ）ローカルコストの負担
　　・日・マ双方で施設、機材に関する予算が計

画どおり執行されたことを確認した。

1.3.3　計画の妥当性
（1）上位目標の妥当性
　ア）受益者ニーズとの整合性
　　・「第 2 次長期総合計画」「ビジョン 2020」

「MSC」の政策を背景にした産業界のニー
ズに整合している。

　イ）開発政策との整合性
　　・第7 次マレイシア計画（1996 ～2000 年）で

は、情報技術の「幅広い拡充、普及と応用
の確保」「教育、研修の拡充」などが主要政
策として掲げられ、当プロジェクトの活動
も、これに沿って「産業分野・医療分野で
のエキスパートシステムプロトタイプの開
発」「AI 普及研修コースの設定」をテーマ
として実施されている。

（2）プロジェクト目標の妥当性
　ア）上位目標との整合性
　　・日本側とマレイシア側がR ／D を署名交換

した時点で、「第 2 次長期総合計画」および
「ビジョン 2020」において高度情報化社会
の実現が政策として掲げられていた。その
一環として、AI 技術の開発普及のための
技術移転が要請された。現在は、それをさ
らに発展させ、特に医療分野においては、
「第 7 次マレイシア計画」の「MSC」への貢
献が期待されており、本件の開始時期およ
び目的は適切であったといえる。

　　・上記MSC に対する貢献の具体的な内容は、
医療分野のプロトタイプ開発の結果を利用
した遠隔診療システムと、MSC が民間企
業や公的機関の進出を容易にする調整機関
となるための支援であることを確認した。
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

1.2.3　評価
項目（続き）

（2）プロジェクト目標の妥当性（続き）
　イ）実施機関の組織ニーズとの整合性
　　・情報処理技術、とりわけAI 技術に対する

産業界のニーズは高く、SIRIM は産業界
におけるそのリーダーシップをさらに強固
にするために、このプロトタイプの実施機
関となることを強く要望した。

（3）上位目標、プロトタイプ目標、成果および投
入の相互関連性に対する計画設定の妥当性

　・現在の経済危機にあってマレイシアの大型投
資プロトタイプが中止または延期されている
が、MSC をはじめとする高度情報化社会へ
の動きは、積極的に進められている。当プロ
ジェクトはこうした要求に応えるべく、保健
省、SIRIM・金型センターなどのクライアン
トの実業務をテーマにエキスパートシステム
を開発している。また、1998 年 3 月からは、
カウンターパートがインストラクターとして
AI ショートコースを運営し、AI の普及を図
る計画である。プロトタイプの開発テーマは
当初計画とは異なっているが、巡回指導調査
団の指導やカウンターパート、専門家の努力
によって目標、成果、投入を調整できており、
計画設定は適切であった。

（4）妥当性を欠いた要因
　・プロトン社側の要望により、スケジューリン
グシステム開発からコスト見積りシステムへ
テーマの変更があった。これは、スケジュー
リングシステム開発がすでにプロトン社内部
で着手されていたことによる。また、プロト
ン社の幹部が交代し、本システム開発に対す
る社内方針が変更されたため、初期モデルの
みの協力となった。保健省とは、当初のテー
マを変更し、新たなテーマ選定に時間がか
かった。

1.4　自立発展の見通し
1.4.1　組織体制
（1）政府からの支援
　・経済企画庁（EPU）はSIRIM を政府の技術政

策の実施機関と位置づけている。また、プロ
ジェクトに対するマレイシア側のステアリン
グコミッティーも科学技術環境省次官を議長
に開催されており、政府からの継続的な支援
が期待できる。

　・ステアリングコミッティーは過去 1 回開催さ
れている。今後必要に応じ、適宜開催するこ
とを日・マ双方で確認した。

　・プロジェクト終了後の体制については現在未
定であることを確認した。
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

1.2.3　評価
項目（続き）

1.4.1　組織体制（続き）
（2）スタッフの配置・定着状況
　・カウンターパートの定着率が低いことはマレ
イシアの一般的な傾向でもあり、特に情報処
理技術分野については避けることができな
い。これに対し、AISDEL では、新人の採用
を積極的に行っている。

（3）類似組織との連携
　・1.1.5 で述べたとおり、1997 年 12 月までにシ
ンガポールの日本・シンガポール人工知能セ
ンターおよび日本・シンガポールソフトウェ
ア科学技術学院との交流を 2 度行っている。

（4）運営管理能力
　・SIRIM はよく整備された組織であり、管理能
力もある。

1.4.2　財政的側面
（1）必要経費の資金の公的補助の有無
　・必要経費はプロジェクト終了時まで 100％政
府から補助することが予定されており、開
発、運営に関する財政面での問題はない。

　・プロジェクト終了後の財政的措置について
は、現在未定であることを確認した。

（2）自主財源、財政状況
　・プロジェクトが終了する 2000 年 2 月以降は

AISDEL は財政的に自立化する必要がある。
そのためにプロジェクトの後半のできるだけ
早い時期に、AISDEL がコンサルテーショ
ン、システム開発、成果物の外販などの自助
努力により、収入を得ることが必要となる。

1.4.3　技術的側面
（1）移転された技術の定着状況
　・カウンターパートの離職は避けることができ
ないため、ドキュメント、プログラムの形で
AISDEL に移転技術の成果を残すとともに、
シニアのカウンターパートが新人に基礎技術
を繰り返し研修し、技術の定着を図ってい
る。なお、離職者も多くは、情報技術者とし
てマレイシアの産業界で活躍しており、彼ら
へ移転した技術も、国レベルで考えると十分
に意義のあるものといえる。

（2）施設・機材の保守・管理状況
　・機材は管理台帳により管理されており、2000

年 2 月のプロジェクト終了後もAISDEL の
資産として有効に利用される予定である。
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

1.2.3　評価
項目（続き）

1.3　評価結
果

1.4　TCP、
PDM の整
備

・「上記の評価結果
を踏まえ、
（1）プロジェクト
の計画内容

（2）プロジェクト
の実施体制
について、「軌道修
正の必要性の有無
につき提言する。」
とされている。

・現時点では、上述
の評価を踏まえ、
以下についての検
討が必要と思われ
ている。
　（1）PDM のプロ
ジェクト目標の
指標 3 のカッコ

　（2）PDM の成果
の指標1 － 2 の
妥当性

・左記を合同調整委
員会（JCC）におい
て協議し結果を合
同評価結果として
ミニッツに記載す
る。

・上記の評価を踏ま
え、TCP、PDM の
変更を検討する。

・左記のカッコを残
すかどうか協議
し、結論をミニッ
ツに記載する。

・左記について、投
入は指標にならな
いとする PDM の
ルールに基づき、
かわりの項目と入
れ替えるか、本項
目を削除するかを
協議し、結論をミ
ニッツに記載す
る。

（3）現地の技術的ニーズとの合致状況
　・技術的なニーズの面からも、プロジェクトは
第7 次マレイシア計画、MSC 計画に合致して
いる。

2．中間評価の結論
2.1　プロジェクトの計画内容の軌道修正の必要
性

（1）「第2 次長期総合計画」（OPP2）および「ビジョ
ン 2020」の目的に変更がないことから、プロ
ジェクトの上位目標に関しても変更する必要
がない。事実、MSC の展開は本プロジェクト
の必要性をさらに増している。

（2）当初計画の変更にもかかわらず、3 年間の献
身的な努力により、技術移転の目的が達成され
つつある。
ANNEX8 参照。
従ってプロジェクトの計画を変更する必要は
ない。また、残りの 2 年間も引き続いて実施し
ていく必要がある。
しかしながら、カウンターパートの補充につ
いては引き続いてマレイシア側に求めていくこ
とが重要である。
2.2　プロジェクトの実施体制の軌道修正の必要
性
　日・マ双方ともに、過去 3 年間、プロジェクト
遂行に支障をきたすような大きな体制の変更はな
かった。今後も、技術移転のために日・マ双方の
運営努力が求められる。

・左記について、協議の結果本文を削除するとの
合意に達し、その旨をミニッツに記載した。

・左記について、協議の結果修正することで合意
し、その旨をミニッツに添付した。ANNEX15 参
照。
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

2　今後の
計画の策
定

2 －1　日本
側投入
2.1.1　専門
家
ア長期専
門家

イ短期専
門家

2.1.2　機材
供与

2.1.3　研修
員の受入
れ

2.1.4　調査
団の派遣

・中間評価の結果を踏まえて、
次年度（1998 年度）の計画
を作成する必要がある。

・チーフアドバイザー　1 名
・調整員　 1 名
・エキスパートシステム開発
計画 1 名

・エキスパートシステム構築
技術 2 名

・エキスパートシステム開発
ツール 1 名

・1998 年度リーダー会議資料
で以下の 6 名の派遣要請が
あるが、TOR が明確でな
い。
　（1）ES 構築技術（1 回目）
　（2）ES 構築技術（2 回目）
　（3）ES 構築技術（3 回目）
　（4）ES 構築技術（4 回目）
　（5）AI 最新技術（1 回目）
　（6）AI 最新技術（2 回目）

・プロジェクトからの1998 年
度および 1999 年度の要請
はない。

・1998 年度分としてプロジェ
クトから下記 2 名が要請さ
れている。
Dr .  Ahmad  B in  Zaka r i a
（準高）（AISDEL 所長）
Dr.  Mohamad  Jami l  B in
Sulaiman （AISDEL 上級研
究員）

・1998 年度より計画打合せ調
査団の派遣予算の廃止が予
定されている。

・左記とリーダー会議開催を
にらみ、懸案事項について
専門家、相手側と協議する

・左記を確認し、ミニッツに
記載する。

・短期専門家のTOR について
確認し、派遣が必要かマレ
イシア側と協議する。派遣
が必要と判断された場合は、
最終的な結論が出るのは
リーダー会議時となること
をマレイシア側に通知し、
ミニッツに記載する。

・左記について確認し、結果
をミニッツに記載する。

・2 名の受入れが確認されて
いる点をミニッツに記載す
る。なお1999 年度について
は原則として0 であるが、要
望がある場合は聞きおくこ
ととする。

・左記を説明し、プロジェク
トが中心となって JCC を開
催し、プロジェクトの進捗
状況の確認および計画の見
直しを実施してほしい旨を
説明し、マレイシア側の同
意を得てミニッツに記載す
る。

・プロジェクト終了半年前を
めどに評価調査団を派遣す
ることを再確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記内容を協議した。

・左記内容を確認し、ミニッ
ツに添付した。

・左記内容を確認し、ミニッ
ツに添付した。

・左記内容を確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記内容を確認し、ミニッ
ツに記載した。1999 年度の
要望は出されなかった。

・左記内容について確認し、
ミニッツに記載した。

・左記内容について確認し、
ミニッツに記載した。
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

2.1.5　ロー
カルコス
ト支援

2.2　マレイ
シア側投
入
2.2.1　要員
配置

2.2.2　機材
購入およ
びメンテ
ナンス費
用

2.2.3　プロ
ジェクト
運営

・1997 年度現地業務費
392 万4000 円

・1998 年度リーダー会議資料
では 280 万円が申請されて
いる。

・1997 年11 月のマレイシア側
のステアリングコミッ
ティーで、SIRIM は1998 年
1 月中にカウンターパート
を下記の当初計画人数に補
充するとの決定があった。
－庶務関係　4 名
－技術カウンターパート26 名

・ただし、第3 四半期の定期報
告では、「1997 年12 月現在、
具体的な増員計画がなく新
規採用は進んでいない。そ
のため、金型コスト見積り
システム、健常者検診シス
テム以外の新規システム開
発による技術移転計画を立
てることが困難となってい
る。」と報告されている。

・前回の調査団のミニッツで
はバージョンアップの費用
をマレイシア側が負担する
ことを合意している。また、
1997 年度は 12 万リンギッ
ト（RM）の予算が確保され
ている。

・1997 年 150 万リンギット
（RM）、1998 年 248 万リン
ギット（RM）の予算が計上
されている。

・必要証拠書類について確認
する。

・調査団派遣時に内容につい
て精査し、減額できるかを
プロジェクトと協議する。

・左記計画の進捗状況を確認
し、ミニッツに記載する。

・当初計画の妥当性を含め、
今後の補充について協議し、
結果をミニッツに記載する。

・1997 年度の結果および1998
年度計画を確認しミニッツ
に記載する。

・1997 年度の執行結果および
1998 年度計画を確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記について、確認した。

・左記について、協議減額で
きないことを確認した。

・左記について、1 月中の補充
は難しく 2 月末までに補充
することを確認し、ミニッ
ツに記載した。

・当初計画が妥当であること、
またそのためのカウンター
パートが不足していること
を確認し、ミニッツに記載
した。

・左記について確認し、ミ
ニッツに記載した。

・左記について確認し、ミ
ニッツに記載した。
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

2.3　活動計
画
2.3.1　プロ
トタイプの
開発
・産業分野

・医療分野

2.3.2　 A I
ショート
コースの
開催

2.3.3 研修、
ワ ー ク
シ ョ ッ
プ、セミ
ナー

2.4　合同調
整委員会

1998 年度は以下の活動を計
画している。
・金型コスト見積りプロトタ
イプ第2 モデル（SIRIM 内部
用）

・金型コスト見積りシステム
パッケージ開発の指導
（SIRIM が外部に販売）
・実際の学校をモデルとした
時間割りシステムの応用開
発

・新システムの開発
（工場の生産スケジューリン
グ、交通ダイヤスケジュー
リング、作業員割り当てス
ケジューリングなど）

・コンテナアロケーションプ
ロトシステムの開発

・次期システム開発について
保健省と協議（ヘルスセン
ター／イポ病院などをベー
スとしたライフタイム・ヘ
ルスプラン関連のシステム
開発）。なお、第 3 四半期報
告では保健省との協議の進
展が遅れ気味と報告されて
いる。

・1998 年 3 月より開催開始の
計画に従い準備が行われて
いる。

・短期専門家が関係するセミ
ナーを除き、研修、ワーク
ショップの開催・実施計画
などに関する情報が不足し
ている。

・最低年 1 回開催されること
がR ／D に記載されている。

・カウンターパート数の充足
度を勘案し、左記の今後の
新規システム開発の妥当性
を協議し、1998 年度計画を
確認してミニッツに記載す
る。

・保健省との協議の問題につ
いて、相手側の対応内容お
よび 1998 年度の計画を確
認してミニッツに記載する。

・1998 年度計画を確認し、ミ
ニッツに記載する。

・特に研修、ワークショップ
の実行手順を確認し、1998
年度の計画およびセミナー
開催計画を確認してミニッ
ツに記載する。

・1998 年度は上述の理由によ
り、調査団の派遣が予定さ
れていないため、プロジェ
クト主体の合同調整委員会
開催となる点を確認しミ
ニッツに記載する。

・左記について協議し、結果
妥当と判断し、ミニッツに
記載した。

・左記について確認し、ミ
ニッツに記載した。

・左記について確認し、ミ
ニッツに記載した。

・研修ワークショップは開発
モデルの内容に従い、カウ
ンターパートの資質と関連
して必要性が決まることを
確認した。したがって、セミ
ナー開催計画のみを確認し
てミニッツに添付した。

・左記について確認し、ミ
ニッツに記載した。
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協議項目 現状および問題点 対処方針 調査結果

2.5　運営上
の懸案事
項

3　その他
3.1  Tech-
nical
Advisory
Commit-
tee
（TAC）

3.2  Multi-
media
Super
Corridor
（MSC）

3.3  カウン
ターパー
ト補充

・プロジェクト終了後、供与
機材が有効に活用される点
に配慮しておく必要がある
と指摘されている。

・プロジェクトの円滑な実施
と技術的課題の解決、そし
て推進の加速度を上げるた
めに Jo i n t  Coo r d i n a t i n g
Committee （JCC）の下に
Technical Advisory Com-
mittee （TAC）が設置され、
1996 年に一度開催された。

・SIRIM はMSC 計画推進を担
う立場にある旨報告されて
いる。

・左記につき、具体的な措置
が可能となる点を含んで協
議し、ミニッツに記載する。

・1997 年の実施状況を把握
し、1998 年度の計画を確認
してミニッツに記載する。

・左記を確認し、必要であれ
ば今後の計画を確認してミ
ニッツに記載する。

・左記について、日・マ双方と
も十分理解しており、ミ
ニッツに記載するまでもな
いことを確認した。

・合同調整委員会（JCC）にお
いて、SIRIM から左記機関
は第 1 回目以降開催された
ことがなく、存在理由が見
つからないことから廃止し
たいとの旨が提案され、了
承された。

・左記について確認し、ミ
ニッツに記載した。
SIRIM はAISDEL で開発中
の健常者診断システムを拡
張して MSC 遠隔医療シス
テムに利用する計画である
こと、SIRIM のMSC 内での
役割は官・民双方に情報提
供する「ソリューションプ
ロバイダー」であることの
説明がマレイシア側からあ
り、日本側は理解した。

・プロジェクトの成功のため
カウンターパートを補充す
るよう、JCC の席で調査団
からマレイシア側に強く申
し入れた。
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第 3 章　調査団所見

標記の調査団は、1998 年 1 月 19 日から 1 月 27 日までマレイシアに派遣され、マレイシア側関

係者との協議を通して本プロジェクトのマレイシアにおける位置づけを再確認するとともに、プ

ロジェクト開始からこれまでの技術移転結果に関する中間評価を実施した。さらに今回の評価を

踏まえ、今後の計画策定を行った。

以下にその概要を報告する。

3 － 1　プロジェクトを取りまく状況（背景）

マレイシアは、2020 年までに先進国化すること（ビジョン 2020）を掲げた 10 年計画「国家開発

政策（NDP）」＝「第 2 次長期総合計画」（OPP2）」および 1996 ～ 2000 年までの第 7 次マレイシア

開発計画（7MP）を基本に経済運営を行っている。

7MP においては、経済成長の持続を図るために、科学技術の重要性が認識され、「情報技術およ

び通信」分野も戦略的な優先分野として引き続き重要視されている。

このなかで情報技術インフラの強化を図り、経済における各セクターの情報技術の幅広い活用

を加速的に推進する計画である。

「マルチメディアスーパーコリドー（Multimedia Super Corridor： MSC）」は、上記計画の一環

として実施されているメガプロジェクトであり、首都クアラルンプールの南部にある回廊（コリ

ドー）のような地域に国内外から高度な情報・通信技術にかかわる有力企業を誘致し、21 世紀に

は情報・通信産業を国際協力事業団競争力を備えた一大産業に育てようとするものである。

第6 次計画（1991 ～ 1995 年）期間中における情報技術関連支出は、年平均成長率 23.9％であり、

情報技術の応用と先端製造技術の拡充・改善のための政策が実施された。また、この間の情報技

術関連のマンパワーの需要（2 万 166 人）と供給（2 万 7174 人）のギャップは 7008 人であるが、そ

の後、需要増加が顕著であり、すでに人材不足が顕在化している。

当プロジェクトの実施機関である SIRIM（工業標準研究所）においても近年は研究者、技術者の

不足がみられ、特に情報関連分野での人材確保は深刻である。

3 － 2　協議の概要と所見

SIRIM の Shazali 副総裁ほか、AISDEL（AI システム開発ラボラトリ）関係者らとの協議、なら

びに合同調整委員会（JCC：委員長はAbudul SIRIM 筆頭副総裁）における討議の概要と所見を要

約は、下記のとおりである。
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（1）プロジェクトの中間評価について

PDM ならびに「Technology Transfer Goal」などに基づいて、これまでの技術移転の成果

をレビューした。その結果、

1）プロトタイプの開発については、医療分野 3 モデル、産業分野 4 モデル、その他演習用と

して 2 モデルの開発が行われ、それに伴って必要な技術項目の移転が計画どおり進んでいる

こと、また日本研修、セミナー、ワークショップの開催なども積極的に実施され、技術移転

ならびに AI システムの普及が行われたことから判断して、当初のプロジェクトの目標に対

してほぼ満足し得る成果をあげたと評価できる。

マレイシア側の予算措置、施設の整備なども当初予定したとおり実施されていることが確

認された。

2）人材の養成については、技術移転に対応可能なカウンターパートが配置されており、また

彼らの日本側から技術を学びとる真摯な態度もあって、順調に進んでいると評価できる。

しかし、量の面からみた技術移転は、必ずしも当初の計画を達成していない。現在のカウン

ターパート数（15 人）は当初計画（34 人）の半分以下であるが、これは、マレイシア側情報

技術者の需給アンバランスに伴う慢性的な人材不足および民間と SIRIM との給与格差に、そ

の主な要因が求められる。さらにこれに加えて、AISDEL の PR 不足もマイナス要因となっ

ている。

3）プロトタイプシステムの開発対象については、医療分野では保健省をクライアントとした

「救急医療システム」から、イポ病院をクライアントとした「健常者診断システム」に変更さ

れたが、早い段階で変更されたため技術移転には支障はなかったといえる。また技術移転さ

れた診断型AI システムの成果は、MSC の一環であるテレメディスンへの適用も期待され、タ

イミングよく評価過程に移行できる運びになっている。一方、産業分野では、当初予定して

いたプロトン社がクライアントとならなかったが、金型コスト見積りシステムのプロトタイ

プ開発などを実施しており、技術移転への支障はきたさなかった。

（2）今後の活動計画について

残り 2 年間のプロジェクト期間を考慮して、これまでの成果に基づくモデルの構築、さら

に新規システム開発計画について協議した。医療分野ではイポ病院をクライアントとした「健

常者診断システム」第 2 モデルの開発、全国 700 カ所への展開支援などを実施し、産業分野で

は第 3 次金型コスト見積りシステムのプロトタイプ開発などを行う。さらに、全国の情報技

術者を対象とした AI ショートコースも実施していく。

これら計画の実行にあたっては、産業分野、医療分野における必要人数を検討した結果、さ

らに 15 人近いカウンターパートの確保が必要であることを確認した。
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カウンターパートの確保については、SIRIM 側も 1997 年秋に開催されたステアリングコ

ミッティー（SC）の結論を踏まえ、人件費を確保したうえでリクルート活動を展開しつつある

が、現段階では具体的な成果を得るに至っていない。このため、今後の配置計画をマレイシ

ア側に質した結果、近々 2 名を配置することはすでに決まっており、さらに 2 月末までにで

きるだけ多くの人数を確保するための努力をするとの回答があった。しかし、今後も予断を

許さないため、合同調整委員会においても、この件については繰り返し強く要請した。

3 － 3　今後の留意点

（1）SIRIM はAISDEL の成果物に対し自信を強めており、SIRIM 内のAISDEL の位置づけもよ

り強固になっている。これまでの成果物を活用し、いかに他の機関や他の企業との連携を図っ

ていけるかが、AISDEL 発展のカギになると思われる。そのためにも、AI 適用のよいテーマ

および優秀なドメインエキスパートを見いだすことが重要である。

（2）外部機関がプロジェクトの成果物を使用する際に予想される知的所有権問題に対して、ど

のように対処すべきか検討しておく必要がある。

（3）JICA 技術協力の所期の目的であるプロトタイプの開発に基づく技術移転を着実に進めてい

くことの重要性はいうまでもないが、プロジェクト終了後の自立発展性を考えると、AISDEL

が実用化システムへ積極的に関与すること（たとえばMSC への参画）に対して、日本側が支

援していくことも重要である。



資　　　料

1　協議議事録（M ／D）

2　マルチメディアスーパーコリドーについて
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